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近年、かつて経験したことがない人口減少・少子高齢化社会の到来や核家族化の進行、ライフスタイルの多様

化に伴い、住民同士のつながりや人間関係が希薄化するなど、地域社会を取り巻く状況は大きく変化してきてい

ます。このような中、生活困窮者の増加など深刻な社会問題が発生しており、地域での支え合いがより一層求め

られています。また、一人暮らしの高齢者など、何らかの支援を必要としている方が増えています。地域課題の

解決に向け、福祉分野だけに限らず、保健・医療・教育・雇用など様々な分野が横断的に連携し、包括的な支援

体制を構築し、切れ目のない支援をしていく必要があります。地域における日常生活上の課題に、住民一人ひと

りが積極的にかかわり、地域住民と地域を支える団体や事業者、行政が協働しながら、福祉施策を総合的に推進

します。 

 

 

 

 

本計画は、社会福祉法第107条に規定する「市町村地域福祉計画」であり、本市における市政運営の基本

方針である「十和田市総合計画」の分野別計画として理念・目標・施策を示す計画です。 

 

 

 

 

本計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とし、社会情勢や市民ニーズの変化などに対応す

るため、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

  

 

 

地域福祉に関わる施策分野は、福祉・保健・医療のみならず、教育、就労、住宅、交通、環境、まちづくり

など多岐にわたっているため、庁内関係各課との連携を図りながら計画を推進していきます。 

また、地域福祉推進の中心的な担い手である社会福祉協議会との連携はもちろんのこと、町内会、民生委員・

児童委員、社会福祉法人、福祉サービス事業者、学校、保育所、婦人会、老人クラブ、その他各種団体ともそ

れぞれの役割を果たしながら連携し、協働による地域福祉の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2期十和田市地域福祉計画 概要版  

令和３年３月 

 

問い合わせ先／十和田市健康福祉部生活福祉課 

〒034-8615 青森県十和田市西十二番町６番１号 TEL：0176-51-6718 FAX：0176-22-7599 

            ホームページアドレス：http:/www.city.towada.lg.jp/  

共に支え合う 地域共生のまちづくり 

とわだ 

地域福祉計画とは 

市民一人ひとりが積極的に地域づくりにかかわり、地域を支える団体や事業者、行政が協働しながら、 

誰もが安心して暮らせる地域づくりを進めていく計画です。 

事業者 

地域住民 

各種団体 

市（行政） 社会福祉協議会 

連携協働による 

地域福祉の推進 

町内会 



  基本理念と計画の体系 ５ 

★は新たな基本施策です。 ●は第２期計画で特に推進するものです。
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基本目標 基本施策

環境づくり

（１）誰もが安心して福祉サービス

を利用できる環境づくり

地域づくり

（２）共に支え合う地域づくり

人づくり

（３）地域で福祉を支える人づくり

１ 相談・情報提供体制の充実

２ 福祉サービスの充実

３ 権利擁護の推進

４ 生活困窮者自立支援対策の推進

５ 人にやさしいまちづくりの推進

１ 地域での交流、ふれ合いづくり

２ 社会参加の促進と生きがいづくり

３ 地域福祉のネットワークづくり

★４ 包括的な支援体制の基盤整備

５ 要支援者支援の推進

６ セーフコミュニティの推進

１ 福祉意識の醸成

２ 地域福祉を支える人材確保と育成

３ ボランティア活動の促進

主な施策

・総合相談・生活支援の相談支援体制の整備

・福祉情報の提供体制の整備

・市各種福祉計画の実施、各種福祉サービスの拡充

・サービス利用に関する相談、苦情の迅速な対応

・成年後見制度、日常生活自立支援事業の利用促進 ●

・サービス利用に関する相談、苦情の迅速な対応

「十和田市成年後見制度利用促進計画」を

追加し、成年後見制度の利用促進を進め

ます。

・生活困窮者自立支援制度の周知、早期把握･発見

・就労その他自立に向けた相談支援、就労支援

・公共施設などのユニバーサルデザインの推進

・バリアフリー化など住環境の整備促進

・地域での親同士の交流などの交流・ネットワークづくり

・多世代の交流の機会づくり

・講演会やイベントなどの開催情報の提供

・地域団体や老人クラブなどによる活動の支援

・社会福祉協議会、民生委員・児童委員の活動の周知

・福祉活動の情報提供

・包括的な支援体制の整備 ●

・町内会などの地域活動の支援体制整備の推進●

基本施策「包括的な支援体制の基盤整

備」を追加し、どこの相談窓口からも支援
につながる相談機関の相互連携等の体

制づくりに努めます。

・避難行動要支援者名簿の活用

・セーフコミュニティの普及・啓発 ・犯罪被害についての情報提供、予防意識の啓発

・自殺やうつ病に関する相談支援体制の充実 ●

・地域活動やボランティア活動の情報提供

・ボランティア活動リーダー養成講座による人材育成 ●

・各団体との情報交換を通じた各種研修会開催の充実

・幅広い年齢層を対象としたボランティア講座の情報提供、育成・活動支援

・各学校を通じた学生ボランティアの育成・活動支援

・隣近所との関係の重要性や地域福祉活動の必要性・重要性の意識啓発 ●

・児童生徒の福祉体験活動の充実 ●

追加項目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合的なサービスの提供体制の基盤整備を進め、人

にやさしいまちづくりを推進し「誰もが安心して福

祉サービスを利用できる環境づくり」に努めます。 

 

住民一人ひとりが福祉を理解し、相互に支え合い、

「共に支え合う地域づくり」に努めます。 

 

ボランティア活動・ＮＰＯ活動などの地域福祉を担

う人材の確保に努め、「地域で福祉を支える人づく

り」に努めます。 

地域福祉を取り巻く状況や地域福祉を推進する上での課題を踏まえ、基本理念、基本目標、基本施策を次のように設定します。 


